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政経－1

【問題 1】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 7）に答えなさい。

日本国憲法は1947年に施行されて以降、一度も改正されることなく現在に至っている。これ
は、先進民主主義国家においては珍しいことだといえる。70年以上の時を経て、世の中の環境
や社会情勢は大きく変わったため、法や制度も改める必要性が出てくることは自然であり、政
治家の間においてａ憲法改正の議論は施行後幾度となくされている。また、ｂ憲法記念日前後
にはマスメディアによって世論調査が実施され、憲法改正の是非などについて国民の間におけ
る意見分布が示されるといったこともある。
日本国憲法は大きく、ｃ前文と11章103条から構成されている。憲法改正は、以下の表中に

も示されているように、第 9章に記されている。

日本国憲法には国民主権、基本的人権の尊重、平和主義という基本原則があり、ｅ大日本帝
国憲法との違いが強く表されている。特に平和主義については、第 2章の戦争の放棄以外にも
前文でも強調されており、日本国憲法を平和憲法と呼ぶこともある。しかしながら、日本国憲
法第 9条の規定とｆ自衛隊との関係性については、その発足以降その合憲性についての議論が
続いている。

日本国憲法の構成（前文以外）
第 1章 天皇

第 2章 戦争の放棄

第 3章 国民の権利及び義務

第 4章 国会

第 5章 内閣

第 6章 司法

第 7章 A

第 8章 地方自治

第 9章 改正

第10章 ｄ最高法規

第11章 補則



政経－2

問 1　下線部 aに関連して、
( 1 )　日本国憲法を改正するための要件や手続きに関する記述として最も適当なものを、
次の①～④のうちから一つ選びなさい。 1

①　改正の発議には衆議院・参議院の出席議員の三分の二以上の賛成を必要とする。
②　改正の発議は内閣の閣議決定によっても行うことができる。
③　改正には国民投票において三分の二以上の賛成を得る必要がある。
④　国民投票で承認を得られた場合、天皇が国民の名で公布を行う。

( 2 )　日本国憲法の改正手続に関する法律、いわゆる「国民投票法」に関する記述として
最も適当なものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 2

①　この法律では、国民投票の範囲は憲法だけでなく、法律の改正にも当てはまると
規定している。
②　この法律は、日本国憲法が制定された翌年に成立し、憲法と同様に今まで一度も
改正されていない。
③　この法律では、ラジオやテレビを用いた国民投票運動は、投票日の14日前から投
票当日まで行ってはならないと規定されている。
④　この法律では、国民投票における総数とは、投票日時点における有権者数である
と規定されている。

問 2　下線部 bに関連して、国民の祝日として憲法記念日とされているのは何月何日か。最
も適当なものを、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 3

①　 2月11日
②　 5月 3日
③　11月 3 日
④　11月23日

問 3　下線部 cに関連して、日本国憲法の前文に記されている内容として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、
次の①～④のうちから一つ選びなさい。 4

①　天皇は、日本国・日本国民統合の象徴であり、その地位が国民の総意に基づいて
いるとされている。
②　政治のあり方を最終的に決定する権力は、国民に存在しているとされている。
③　過去に起きた戦争に対して、このようなことが再び起こることがないように決意
が示されている。
④　自国のことのみに専念して、他国を無視してはならない、ということが記されて
いる。



政経－3

問 4　本文の表中、空欄 A に当てはまる文言として最も適当なものを、次の①～④のう
ちから一つ選びなさい。 5

①　三権分立
②　国際
③　議院内閣制
④　財政

問 5　本文の表中、下線部 dに関連して、最高裁判所が行った法令に対する違憲判決の事例
として適当でないもの

4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 6

①　薬事法で、薬局を開設するためには、他の薬局と一定の距離を空ける必要がある
と定められていたこと。
②　民法において、女性の再婚禁止期間が離婚から 6か月と規定されていたこと。
③　公職選挙法で定める議員定数の配分が、参議院選挙において 1票の格差を生んで
いたこと。
④　刑法で、親等の上で父母と同列以上の血族に対する殺人を一般の殺人より著しく
重く処罰することが定められていたこと。

問 6　下線部 eに関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。
7

①　日本国憲法と同様に成文憲法であったが、比較的容易に改正を行うことができる、
いわゆる軟性憲法であった。
②　君主に強い権限を与えていたドイツ（当時はプロイセン）の憲法を模範にして作
成された。
③　議会については、現在と同様に二院制が定められていたが、特権階級の代表で構
成される貴族院は予算の先議権を持たなかった。
④　日本国憲法と異なり、地方自治に関する明文化された規定は存在しなかった。

問 7　下線部 f に関連して、自衛隊に関する事件（訴訟）として最も適当なものを、次の①～
④のうちから一つ選びなさい。 8

①　砂川事件
②　恵庭事件
③　高田事件
④　堀木事件



政経－4

【問題 2】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 8）に答えなさい。

現代社会において、経済活動を営む主体は、大きく企業、家計、政府に分けることができる。
企業は主に生産を、家計は消費と貯蓄を、政府は経済活動の調整を行っており、これら三者の
活動がうまく循環することで経済は成り立っている。
企業は、公企業・ａ公私合同企業・私企業に大別される。このうち私企業は個人企業と法人
企業からなり、さらに法人企業はｂ会社企業と組合企業からなる。会社企業の代表的な形態で
あるｃ株式会社は、株式市場に上場することで大規模な資金を効率よく調達し、企業規模や活
動地域の拡大、ｄイノベーションなどに結びつけ、利潤を得ようとする。その反面、企業規模
の拡大やｅ経営という営みの複雑さの増加などにより、株式会社の利害関係者（ステークホル
ダー）は、ｆ様々な課題に直面している。

問 1　下線部 aに関連して、公私合同企業に当てはまるものはどれか。下の①～⑦のうちから
一つ選びなさい。 9

ア．造幣局
イ．日本政策金融公庫
ウ．農業協同組合
エ．日本銀行
オ．大学入試センター
カ．日本赤十字社
キ．日本たばこ産業（JT）
ク．生活協同組合
ケ．農林中央金庫

①　アとイとエとオ
②　イとウとクとケ
③　ウとエとカとキ
④　ウとキとクとケ
⑤　エとカとキとケ
⑥　カとキとクとケ
⑦　公私合同企業に該当する企業なし

問 2　下線部 bに関連して、2006年に施行された会社法の内容について最も適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 10

①　有限会社の新規設立ができなくなった。
②　株式会社を設立する際の資本金の最低金額が撤廃された。
③　合同会社を設立できるようになった。
④　持株会社の設立が原則禁止されるようになった。



政経－5

問 3　下線部 bに関連して、出資者と責任の範囲に関する記述として適当なものはどれか。下
の①～⑥のうちから一つ選びなさい。 11

ア．株式会社の出資者は、有限責任を負う（ 1人以上）。
イ．合名会社の出資者は、無限責任を負う（ 1人以上）。
ウ．合資会社の出資者は、一部の社員が無限責任を負い、残りの社員が有限責任を負
う（各 1人以上）。
エ．合同会社の出資者は、無限責任を負う（ 1人以上）。

①　アとイとウ
②　アとイとエ
③　アとウとエ
④　イとウとエ
⑤　アとイとウとエ
⑥　適当な記述なし

問 4　下線部 cに関連して、株式会社の統治に関する記述として適当なものはどれか。下の①
～④のうちから一つ選びなさい。 12

ア．株式会社では、経営の専門性や複雑性が増したことで、所有と経営の分離が加速
した。
イ．指名委員会等設置会社では、監査・報酬・指名の三つの委員会が設置される。
ウ．監査役を設置する場合、監査役は取締役会にて選任・解任される。

①　アとイ
②　アとウ
③　イとウ
④　アとイとウ

問 5　下線部 dに関連して、1912年に『経済発展の理論』を出版した経済学者の名前として
最も適当な人物を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。 13

①　マルクス
②　シュンペーター
③　ケインズ
④　フリードマン



政経－6

問 6　下線部 eに関連して、企業は一定期間の経営状況を明らかにするために、損益計算書や
バランスシート（貸借対照表）、キャッシュフロー計算書などの財務諸表を作成する。こ
のうちバランスシート（貸借対照表）をもとに算出される自己資本比率は、企業の健全性
をはかる指標の 1つとなっている。以下の場合の自己資本比率として最も適当なものを、
次の①～④のうちから一つ選びなさい。 14

資産150億円、銀行借入30億円、社債20億円、資本金100億円

①　20％
②　50％
③　67％
④　70％

問 7　下線部 eに関連して、企業経営に関する記述として最も適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④
のうちから一つ選びなさい。 15

①　1980年代、アメリカではM&Aが盛んに行われたが、日本では株式の相互持ち合
いが進められたことで、M&Aはアメリカほど活発には行われなかった。
②　企業規模を拡大するための設備投資の資金を調達するために、株式会社は増資を
することがある。
③　リストラクチャリングとは、企業が不景気の際に人員削減をすることを指し、
M&Aを行って事業を拡大することは含まれない。
④　M&Aなどを通じて相互に関連のない複数の産業・業種に事業を進出する企業を
コングロマリットという。

問 8　下線部 f に関連して、企業の社会的責任（CSR）に関する記述として最も適当なものを、
下の①～④のうちから一つ選びなさい。 16

ア．芸術や文化などに対する支援活動をメセナ、福祉や地球環境などに対する社会貢
献活動をフィランソロピーという。
イ．環境保全を目的として国際標準化機構（ISO）の9001シリーズの認証の取得を目
指す企業が増えている。
ウ．企業がCSRを無視した経営をすれば、社会的責任投資（SRI）を重視する投資家
の投資対象から外される可能性がある。

①　アとイ
②　アとウ
③　イとウ
④　アとイとウ



政経－7

【問題 3】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 8）に答えなさい。

国や地方公共団体が行う経済活動は財政と呼ばれ、主にａ資源配分の調整、ｂ所得の再分配、

ｃ景気の安定化の三つの機能を果たしている。昨今の経済活動の複雑性を踏まえると、財政政
策においては、これらの三つの機能の関連性を考慮するだけでなく、金融政策と一体的な運用
が必要となっている。
財政における収入と支出は、それぞれ歳入と歳出という。歳入と歳出のｄ予算は、内閣が編

成し、各省庁が執行する。歳出は、ｅ租税によってまかなわれることが望ましいが、租税だけ
でまかなえないときはｆ公債が発行される。公債は本来、財政法第 4条が定めるとおり、その
発行が原則禁止されている。しかし、1970年代以降、公債の発行は常態化しており、ｇプライ
マリー・バランス（基礎的財政収支）の悪化を懸念する声があがっている。

問 1　下線部 aに関連して、資源配分の目的の一つは、公共財を供給することで「市場の失
敗」を是正することにある。「市場の失敗」に関する記述として最も適当でないもの

4 4 4 4 4 4 4

を、
次の①～④のうちから一つ選びなさい。 17

①　市場の独占化や寡占化が進むことで、市場の価格調整機能が働きにくくなる。
②　フリーライダーが生じるような財を市場にまかせると、その財の供給は過少にな
りやすい。
③　情報の非対称性が原因で買い手が売り手を信用できなくなると、市場での取引が
行われにくくなる。
④　外部経済が生じるような財を市場にまかせると、その財の供給は過剰になりやす
い。

問 2　下線部 bに関連して、日本の所得再分配に関する記述として適当なものはどれか。下
の①～④のうちから一つ選びなさい。 18

ア．所得税の累進税率は、 5％・10％・20％・23％・33％・40％・45％の 7段階ある。
イ．累進課税制度は所得税以外に相続税にも導入されているが、贈与税には導入され
ていない。
ウ．所得の再分配方法の 1つとして、生活保護や雇用保険、公的年金などの社会保障
制度が利用されている。

①　アとイ
②　アとウ
③　イとウ
④　アとイとウ



政経－8

問 3　下線部 cに関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

はどれか。下の①～④のうちから一つ選び
なさい。 19

ア．フィスカル－ポリシーの機能により、景気が向上した際には、国債発行が抑制さ
れたり、増税が行われたりする。
イ．ビルト－イン－スタビライザーの機能により、景気が悪化した際には、公共事業が
前倒しされたり、追加発注されたりする。
ウ．ポリシー－ミックスの機能により、景気変動に合わせて自動的に税金や社会保障
費が増減され、景気変動の平準化が図られる。

①　アとイ
②　アとウ
③　イとウ
④　アとイとウ

問 4　下線部 dに関連して、日本の財政予算に関する記述として最も適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次
の①～④のうちから一つ選びなさい。 20

①　一般会計予算に占める各項目の歳出割合を1970年度と2020年度で比較すると、社
会保障関係費と公共事業関係費が増加し、文教及び科学振興費は減少している。
②　予算の追加や修正が必要になった場合は、補正予算を組むことがある。
③　特別会計予算は、仕組みのわかりにくさや予算効率の悪化などの理由から見直し
が図られ、近年、その設置数は減少傾向にある。
④　「第二の予算」と言われる財政投融資計画の額は、2000年代に入り減少傾向にあ
る。

問 5　下線部 eに関連して、日本の租税に関する記述として最も適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～
④のうちから一つ選びなさい。 21

①　租税の基本原則は、公平・中立・簡素である。
②　近年の日本の国税における直間比率は、おおよそ直接税 6、間接税 4であり、直
接税の割合は、フランスより低く、アメリカより高くなっている。
③　近年の日本の国税における法人税の割合（2019年度）は20％程度であり、ドイツ
の国税における法人税の割合（2017年）と比べると、15％ポイントほど高い。
④　1949年のシャウプ勧告を受けて、日本は間接税から直接税を中心とする税制度が
とられてきた。



政経－9

問 6　下線部 eに関連して、消費税（付加価値税）に関する記述として最も適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、
次の①～④のうちから一つ選びなさい。 22

①　消費税には、低所得であるほど税負担感が重くなる逆進性の問題が指摘されてい
る。
②　日本は1989年に初めて消費税を導入した。その時の税率は 3％であった。
③　日本では2019年10月に消費税が10％に引き上げられ、条件付きで酒類を含む飲食
料品と新聞に軽減税率が適用された。
④　2020年時点において、付加価値税25％の国の中でも、スウェーデンやノルウェー
は食料品に軽減税率を適用しているが、デンマークは軽減税率を適用していない。

問 7　下線部 f に関連して、公債に関する記述として最も適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のう
ちから一つ選びなさい。 23

①　公債発行により債務が増加すると、予算の多くが返済に充てられ、政策にまわす
お金が少なくなる「財政の硬直化」が起こる。
②　日本は第 1次石油危機を契機に、特例法により特例公債（赤字国債）を継続的に
発行するようになった。
③　市中消化の原則により、日本銀行が国債を直接引き受けることは原則禁止されて
いる。
④　建設公債（建設国債）の残高は、2000年以降、減少傾向にある。

問 8　下線部 gに関連して、以下のときのプライマリー・バランス（基礎的財政収支）として
最も適当なものを、次の①～⑧のうちから一つ選びなさい。 24

・歳入：100兆円（内、国債発行による収入：30兆円）
・歳出：100兆円（内、国債利払いと償還費：10兆円）

①　黒字20兆円
②　赤字20兆円
③　黒字30兆円
④　赤字30兆円
⑤　黒字60兆円
⑥　赤字60兆円
⑦　黒字80兆円
⑧　赤字80兆円



政経－10

【問題 4】次の文章を読んで、下の問い（問 1～ 7）に答えなさい。

グローバル化で市場が拡大する中、ヨーロッパ、北アメリカ、アジアなどの地域では、地域
的な経済統合を目指す動きが進んでいる。ヨーロッパでは、 A 条約に基づいて1993年に

ａEU（欧州連合）が発足し、1999年には単一通貨ｂユーロが導入された。北アメリカでは、
1994年に発足した B （北米自由貿易協定）が見直され、2020年には新たにUSMCA（ア
メリカ・メキシコ・カナダ協定）が発効した。アジアでは、1967年に発足した C と日本、
中国、韓国との間で地域金融協力が進んでいる。
このような地域的経済統合の動きとともに、地域や 2国間ではｃFTA（自由貿易協定）や
EPA（経済連携協定）を結ぶことで自由貿易を推進する動きもみられる。2018年には、アジア
太平洋地域における多国間の EPAとして、ｄTPP11協定が発効した。

問 1　文中の空欄 A に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～⑥のうちから
一つ選びなさい。 25

問 2 　文中の空欄 B に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～⑥のうちから
一つ選びなさい。 26

問 3 　文中の空欄 C に当てはまる語句として最も適当なものを、次の①～⑥のうちから
一つ選びなさい。 27

問 4 　下線部 aに関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。
28

①　EUの発足により、域内におけるサービス・ヒト・カネの自由化が実現した。
②　EU大統領は欧州委員会の委員長としての役割を担っている。
③　2010年代にはギリシャ等で財政危機が発生した。
④　イギリスは2020年に EUから離脱した。

　　　①　アムステルダム　②　ニース　　　③　パリ
　　　④　マーストリヒト　⑤　リスボン　　⑥　ローマ

　　　①　BRICS　　②　ECSC　　  ③　EURATOM
　　　④　GIIPS　　 ⑤　NAFTA　　⑥　NATO

　　　①　ADB　　②　AFTA　　  ③　APEC
　　　④　ARF　　 ⑤　ASEAN　　⑥　ASEM
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問 5　下線部 bに関連して、EUの金融政策に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～
④のうちから一つ選びなさい。 29

①　ユーロ圏の金融政策は ECB（欧州中央銀行）が実施している。
②　ユーロに参加するためには、財政赤字等に関する条件を満たす必要がある。
③　すべての EU加盟国がユーロに参加している。
④　ユーロが導入された1999年段階では、ユーロの現金通貨は流通していなかった。

問 6　下線部 cに関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうちから一つ選びなさい。
30

①　FTAの目的は、物品の関税やサービス貿易の障壁等を削減・撤廃することである。
②　EPAの目的は、域外も含め、FTAよりも幅広い経済関係を強化することである。
③　FTAや EPAには域内の貿易を拡大させる効果がある。
④　FTAや EPA には域外の国からの輸入をやめて域内の国からの輸入に置き換える
効果がある。　

問 7　下線部 dに関連して、TPP に関する記述として適当でないもの
4 4 4 4 4 4 4

を、次の①～④のうち
から一つ選びなさい。 31

①　TPPは、環太平洋パートナーシップの略称である。
②　TPP は、関税の撤廃、投資や知的財産権、環境、労働等の分野も含む包括的な
協定である。
③　日本は、他の参加国からの輸入品のうち、一部の農産物については関税撤廃の対
象外とされている。
④　TPP11協定には、アメリカやオーストラリアも参加している。


